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自治体エネルギー政策と環境自治体会議エネルギー政策プロジェクトの紹介 
 

環境自治体会議 環境政策研究所 上岡 直見 

 

1. 自治体主導のエネルギー政策の意義 

 

○ その地域の特性に応じたエネルギー政策、特に家計と交通。 

○ 環境、安全にかかわる指標に関して、国の基準に対して上乗せ･横出しが可能。 

○ 有限の資源(人的･財政的)の中で、他の行政分野との整合的な調整。 

○ 技術的な｢省エネ･新エネ｣にとどまらず、地域の経済とリンクした持続性への貢献。 

○ 地域の政策、実績が国を動かす。 

 

掘米孝｢エネルギーの長距離輸送｣

『エネルギー･資源』
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図 1 エネルギー輸送のためのコスト 
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図 2 地域類型とエネルギー消費構造 
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図 3 地域エネルギー最適構造の 3 軸 
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図 4 北陸 Y 町エネルギー消費構成の例 
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2. エネルギー政策立案にかかわる問題点 

 

○ 自治体エネルギー条例に含めるべき内容。 

○ その評価の指標の選定と手法。(参考資料) 

○ 住民参加、情報公開を担保する仕組み、合意形成。 

○ 政策基本データの整備。(参考資料) 

○ 欧州におけるサスティナブル･シティズの取組み。 

 

 エネルギー政策に求められる要素 
○ アクセス 
○ 平等(社会的条件、地域間、世代間など) 
○ 個人やコミュニティの選択責任 
○ 市民参加及び情報提供 
○ 安全性 
○ 整合性(統合性) 
○ 土地と資源の利用のあり方 
○ 汚染の防止 
○ 税制や経済政策が持続的なエネルギー政策
を支援すること 
 

プロダクト  
自治体エネルギー条例 
市民エネルギー委員会 

コンセプト 

首長 
政策担当者 

クリアすべき要素(例) 
1. データの不足(庁舎内のデータはあるが、
民生、運輸、企業の実態把握が不足など。) 
2. 制度(国レベル)の障壁。 
3. 住民参加をいかに実現するか。 
4. 経済性･技術的実現性 
5. 地域特性の把握 
 

プロダクトを得るための要素、必要とな
るツール  
1. エネルギー需給実態の把握 
2. 自治体の環境政策の中での位置づけ 
3. 政策立案のための方法論、セオリー 
4. 評価手法 
5. 参考事例と要因分析 
6. 制度的･財政的裏づけ 
7. 実施のための仕組み 

新エネビジョン
である程度把握 

面的な展開で 
制度を包囲する 

実施技術上の 
専門的知見 

データ集積と評
価の方法論 

住民 

事業者 

環境基本政策と
の整合性 

カテゴリー 政策 役割分担 , 
etc  

政策 A  
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経済的手段
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上記のコンセプトを包括する仕組みと
しての条例、市民参加を担保する仕組み
など。 

 

図 5 自治体エネルギー政策の仕組み 

(以上) 


